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● 支援者が様々な相談を受ける中で、契約行為・財産管理等の課題がある

場合、どのような流れで成年後見制度活用を検討すべきかを示していま

す。

● ガイドラインや調査票を用いながら、検討を進めます。

● 契約行為・財産管理等の課題がある場合には、成年後見制度の活用の前

に、日常生活自立支援事業の利用を検討することができます。

● ガイドラインでは、日常生活自立支援事業と成年後見制度の支援内容に

ついて比較検討できるように作成されています。「ガイドライン使用時

の留意事項」(４ページ)を参考にしながら、ご使用ください。

● 具体的に成年後見制度の活用が望ましいと考えられる場合は、「成年後

見にかかる調査票」(５～６ページ)を作成し、職場内・関係機関で情報

共有を行います。

● 市長申立ての検討が必要であれば、市役所・保健所等への情報提供を行

う場合にも有効活用できます。

ガイドラインの活用方法について

－　１　－

判断能力が不十分でない方は、自分の権利が十分に行使できない、

また権利侵害にあう可能性が常にあります。

支援者であるあなたが、今支援している方の権利を守るための一つ

の方法として成年後見制度があります。

必要なときに、必要な制度に結びつけることができるよう、適切な

成年後見制度の活用をお考えください。

1 成年後見制度活用検討フローチャート

２ 成年後見制度活用検討ガイドライン

３ 成年後見にかかる調査票



権利擁護に関する制度の活用が必要な場合

成年後見制度活用検討ガイドライン(３～４ページ) 日常生活自立支援事業

(成年後見制度・日常生活自立支援事業の活用検討) の利用検討

１　事前準備　成年後見にかかる調査票(５～６ページ) <関係機関の情報共有ツール>

本人の判断能力、日常生活・経済状況を把握し、支援者間で情報を共有

２　申立ての必要性の検討 　必要性なし

職場内、関係機関でケース検討会議を開催し必要性を判断

　必要性あり

３　申立人の検討

本人が… ４親等内の親族が… ○認知症高齢者

□申立を行う判断能力を有している □いることがわかっている →　元気高齢課へ

□申立の必要性が理解できる □本人の状況を把握することができる

□申立の意思がある □申立の必要性が理解できる ○知的障がい者・精神障がい者

□申立手続きを進めることができる □申立の意思がある →　障がい福祉課へ

□申立手続きをすすめることができる

(代理申立利用・申立支援する場合も含む)

４　申立支援

成年後見センター・支援者が連携し、申立て手続きを

支援

５　成年後見人等候補者の検討

本人の生活状況、解決すべき課題に応じて、適切な後見人等候補者を検討

６　後見等開始の審判申立て

調査・審問・鑑定 ⇒ 審判 ⇒ 審判の確定・登記

本人申立て

成年後見制度活用検討フローチャート

他の支援制度へ

    足利市元気高齢課、

　 障がい福祉課にて

成年後見制度の利用へ

他の支援制度へネットワーク支援会議等

親　　族

市長申立て親族申立て

　すべてに☑場合は

　本人申立てへ

　すべてに☑場合は

　親族申立てへ

虐待の場合

☆のみに✓があり日常生活自立
支援事業で支援が可能な場合

契約行為・財産管理等の

課題あり

契約行為・財産管理等の

課題なし

－　２　－

各種相談　⇒　アセスメント　⇒　生活上の課題整理

    申立書類作成

第三者(市民後見人、専門職、法人等)



※足利市社会福祉協議会ホームページからダウンロードすることができます。

年 月 日

☆だけに✓がある場合は、日常生活自立支援事業でも対応可能です。

☑が１つでもある場合は、成年後見制度の活用をご検討ください。

１　判断能力

① 何らかの認知症、知的障害、精神障害を有するが、日常生活は

家庭内及び社会的にほぼ自立している。(補助相当)

② 日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが

多少見られても誰かが注意していれば自立できる。(保佐相当)

③ 日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが

ときどき見られ介護を必要とする。知的障害の場合は手帳A、

B。(後見相当)

２　財産管理

① 日常的な金銭管理に支援が必要。

② 通帳や印鑑の紛失・再発行を繰り返してしまう。

③ 年金・手当等の受取り手続きが必要。

④ 生命保険などの請求の手続きが必要。

⑤ 税金の申告が必要。

⑥ 賃貸借契約の手続きが必要。

⑦ 高額な買い物をしたり、消費者被害に遭ったことがある。

⑧ 不動産処分や定期預金の解約手続きなどが必要。

⑨ 借金をしたり、他人の保証人になってしまう。

⑩ 借金の整理、ローンの返済が必要。

⑪ 遺産相続の手続きが必要。

⑫ 裁判所の手続きが必要。

３　身上監護

① 福祉サービスの内容が理解でき、支援すれば本人が契約可能。

② 福祉サービスの内容が理解できず、本人に代わって契約が必要。

４　特記事項

成年後見制度活用検討ガイドライン

□

□

□

□

☆

□

□

□

－　３　－

成年後見制度の活用が望ましいと思われる要件

☆

☆

□

☆

☆

□

□

□

□

【記入者名】【利用者名】



ガイドラインの視点

● 後見相当で判断能力が全くない方は、日常生活自立支援事業や身元保証等の契約

をすることはできませんので、成年後見制度による支援が必要です。

● 親族などの支援者がいない、またいても高齢・遠方である場合は、将来の金銭管

理や入院・入所等の契約に備えるために、予防的な活用も視野に入れて、導入を

検討する必要があります。

成年後見制度に関する留意事項

● 成年後見人等は入院・入所契約の身元保証人になることはできませんが、成年後

見人等が適切に金銭管理を行い、入院・入所契約をすることによって解決可能な

場合もあります。

● 成年後見人等には医療行為(与薬、注射、輸血、放射線治療、手術等)に対する決

定及び同意の権限は認められていません。

● 成年後見制度は一度審判されると、本人が病気などから回復し判断能力を取り

戻すまで、または亡くなるまで続きます。

日常生活自立支援事業に関する留意事項

１　判断能力

日常生活自立支援事業の契約については、(１)契約能力(年金等がどの通帳に入金

されているか答えることができるなど）、(２)本人の利用意向、(３)契約の必要性

を確認のうえ、締結することになります。

２　財産管理

日常生活自立支援事業における財産管理は日常生活の範囲内に限られています。

また、取消権がないため悪徳商法の被害による対応については、限界があります。

ガイドライン上にない項目については、個別にお問い合わせください。

３　身上監護

日常生活自立支援事業では、福祉サービスの内容が理解できる場合は本人契約を

支援することは可能ですが、内容が理解できず本人に代わって契約が必要な場合

は日常生活自立支援事業の範囲を超える事項になるため、成年後見制度の導入が

必要になります。

4　その他

状況によっては、申し込みをしてから利用できるまで、お時間をいただく場合が

ありますので、ご了解ください。

－　４　－

成年後見制度活用検討ガイドライン使用時の留意事項



※足利市社会福祉協議会ホームページからダウンロードすることができます。

年 月 日　(　　)

 M ・ T ・ S ・ H

市

電話(自宅等) (携帯等)

市

電話(自宅等) (携帯等)

１高齢者　[ A 未申請　B 申請中　C 認定済 < 要支援 (　　　)　要介護 (　　　) > ]

２知的障害者　[ 手帳　　A あり (　　　) 度 　　B なし ]

３精神障害者　[ 手帳　　A あり (　　　) 級 　　B なし ]

( 自立支援医療の利用　A あり　　B なし )

４身体障害者　[ 手帳　　A あり(　　　)種(　　　)級　　B なし ]

障害名(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

１年金 円 １家賃 円 預金 円

２生活保護 円 ２福祉ｻｰﾋﾞｽ利用料 円 負債 円

３賃金 円 ３生活費(食費) 円 不動産　あり・なし

４その他(　　　　) 円 ４その他(　　　　) 円 （　　　　　　　）

１財産管理 ２身上監護 ３虐待及び権利侵害 ４その他

(具体的な事情)

病　気( あり ・ なし )　ありの場合、症状（　　　　　　　　　　　　）

既往歴( あり ・ なし )　ありの場合、病名（　　　　　　　　　　　　）

かかりつけ医( あり ・ なし )　ありの場合、病院名（　　　　　　　　）

成年後見申立の診断書作成依頼　( 可 ・ 不可 ・ 要調整 )

 (心身の状況)

 (日常生活の状況)

【障害高齢者の日常生活自立度】

自立　J1　J2　A１　A2　B1　B2　C1　C2

【認知症高齢者の日常生活自立度】

自立　Ⅰ　Ⅱａ　Ⅱｂ　Ⅲａ　Ⅲｂ　Ⅳ　Ｍ

【障害支援区分】

非該当　区分１　区分２　区分３　区分４　区分５　区分６

１利用していない

２申込み中

３利用中(平成　　年　　月頃から)　→  サービス内容 ( 金銭管理 ・ 財産保全 )

成年後見にかかる調査票

年  　 月　   日(　　  )歳

フリガナ

－　５　－

記入年月日

記入者

所属名

TEL

本
人
健
康
情
報

ADL

相談者
本人との続柄

TEL

氏名
生年月日

財産状況

収入総額　月(　　　　　　)円 支出総額　月(　　　　　　)円 資産

本
人
基
本
項
目

( 男・女 )

住所
(住民票上)

居住地
(現住所地)

障害と
その程度

成年後見利用
の本人の意向

健康状態

福祉・介護
サービス
利用状況

日常生活
自立支援

事業の利用

支援が必要な
状況・経緯



※あてはまるものに○、あてはまらないものに×、時々で異なる場合は△をつけて

　ください。

 (　　) 氏名を答えられる  (　　) 年齢を正確に答えられる

 (　　) 今日の日付を答えられる  (　　) 今何時か(時計)が分かる

 (　　) 今どこに居るかが分かる  (　　) 直近の食事内容を答えられる

 (　　) 家族と他人との区別がつく  (　　) 排泄が自力でできる

 (　　) 入浴が自力でできる  (　　) 一人で買い物ができる

 (　　) 火の後始末ができる  (　　) 食事の用意ができる

 (　　) 簡単な足し算・引き算ができる  (　　) 部屋の片づけができる

　家族構成図

緊急連絡先 ( 氏名　　　　　　　　  　　続柄 　)

( TEL　　　　　　　　　　　携帯　　　　　　　　　　 　)

( 住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　)

問題解決の協力者 (氏名:　　　　　　　　年齢:　　　続柄: 　)

申立人(４親等内親族) あり・なし (氏名:　　　　　　　　年齢:　　　続柄: 　)

望ましい成年後見人等候補者 (氏名:　　　　　　　　年齢:　　　続柄: 　)

A親族　B市民後見人　C弁護士　D司法書士　E社会福祉士　Fその他(　　　 　)

□後　見　　　□保　佐　　　□補　助

(必要と見込まれるものにレ点)

□財産管理 □裁判所の手続き

□預貯金の払出し、解約 □訪問販売等の契約の取消し

□保険金の受領 □不動産処分

□遺産分割 □その他

□施設入所、病院入院の契約締結 (　　　　　　　　　　　　　 　)

特記事項

ケース会議等　(　　　年　　　月　　　日開催)

(参加メンバー)

(検討内容)

(処遇方向)

１市長申立てを依頼 ３他制度・サービスの利用

２親族申立てを勧奨 ４その他 (　　　　　　　　　　　　　　　　　)

後見の類型

及び内容等

成年後見の
必要性の有無

１あり　　２なし

今後の対応

あり ・ なし

本人と家族
の人間関係

家
族
情
報

キーパーソン

氏名・年齢・続柄

あり ・ なし

あり ・ なし

あり ・ なし

あり ・ なし

あり ・ なし

あり ・ なし

あり ・ なし

あり ・ なし

あり ・ なし

あり ・ なし

あり ・ なし

－　６　－

本人の能力

※家裁申立書類

より抜粋

申立の意向交流状況年齢続柄氏名


